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減価償却により資産価値が約189億円減少
　市は道路や下水道などのインフラ資産や、学校
や庁舎などの事業用資産、現金などの金融資産な
ど多くの資産を保有していますが、インフラ資産
などの非金融資産の経年劣化による資産価値の低
下(減価償却)で、総資産は前年比約189億円減少
し、約8,692億円となっています。

地方債の返済で負債総額が約35億円減少
　市ではさまざまな施設を整備するために地方債
を発行してきましたが、平成24年度では、過去
に発行した地方債の返済を進めるなどして、負債
総額は前年比約35億円減少しました。資産総額
から負債総額を差し引いた純資産の額は前年比約
154億円減少し、約6,469億円となりました。

　新地方公会計制度に基づき、平成24年度の一般会計と全ての特別会計を合
算した市全体の財政状況が分かる「財務書類４表」の概要をお知らせします。

平成25年３月31日現在 単位：百万円
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勘定科目 24年度 23年度 前年比

資産の部（これまで積み上げてきた資産）

勘定科目 24年度 23年度 前年比

負債の部（将来の世代が負担する金額）

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

有価証券

資産の部 負債の部
貸借対照表

　市民１人当たりの貸借対照表は、上記の貸借対
照表の値を平成25年３月31日現在の本市の住民
基本台帳人口28万5,614人で割ったものです。市
民１人当たりの資産は約304万円、負債は約78万
円、純資産は約226万円となっています。

◆市民１人当たりの貸借対照表 負債
約78万円

純資産
約226万円

資産
約304万円 うち借金(公債)残高67万円

うち事業用資産63万円、
インフラ資産225万円
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平成24年４月１日～平成25年３月31日 単位：百万円
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人件費、補助金など

経常的収入
市税、国庫補助金など

移転支出的なコスト
社会保障給付、補助金など

業務にかかるコスト
委託料、公債費利子など

物にかかるコスト
維持補修費、減価償却費など

人にかかるコスト
人件費、退職給付費用 26,300
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勘定科目
期首資金残高

24年度 23年度 前年比

財源の調達
市税、補助金など
財源の使途
純経常費用・インフラ資産
形成財源措置など

固定資産の減少
固定資産の増加
固定資産の変動
長期金融資産の変動等
資産形成充当財源変動の部
その他の純資産変動の部
当期変動額合計
当期末残高

経常的収支

財務的収支
当期資金収支
期末資金残高

財源変動の部

経常収益

経常費用（総行政コスト）
使用料・手数料など

純経常費用（純行政コスト）

純行政コストは前年比約40億円の増加
　福祉や教育などの資産形成につながらない人
的・給付的な行政サービス提供にかかったコスト
(人、物、業務にかかるコストと、補助金など移
転支出的なコストを合わせた総行政コスト)は、
約1,818億円となり、前年比約91億円の増加とな
りました。一方、行政サービス提供の対価である
使用料、手数料などの収益は約454億円と前年比
約51億円増加しており、純行政コストは、前年
比約40億円増の約1,364億円となりました。

行政コスト計算書

基礎的財政収支は約58億円の黒字を確保
　経常的収支、資本的収支を合計した基礎的財政
収支(プライマリーバランス)は前年比約18億円減
少したものの約58億円の黒字を確保しました。
　この基礎的財政収支が黒字でないと、地方債・
企業債等の残高を減らすことはできないため、財
政状況を見る上で重要な指標となります。
　地方債・企業債等の発行収入と元利償還金支出
の収支を表す財務的収支は、地方債・企業債等の
返済を進めているため、約73億円のマイナスと
なりましたが、基礎的財政収支の黒字を差し引く
ことで、当期資金収支は約15億円のマイナスと
なりました。

資金収支計算書

資産価値の低下で純資産が約154億円目減り
　道路、下水道の整備等による固定資産形成に一
定の投資をしているもの
の、これまでに整備した
事業用資産、インフラ資
産の減価償却による資産
価値の低下により、最終
的に約154億円の純資産
が減少しました。

純資産変動計算書

◆インフラ資産等の老朽化による財政への影響
　貸借対照表から学校や庁舎などの事業用資産
を約1,793億円、道路や下水道などのインフラ資
産を約6,417億円有していることがわかります。
　平成24年度において、資産が約189億円目減
りしていますが、これは主にインフラ資産等の減
価償却が原因で、高度経済成長期に整備したイ
ンフラの老朽化が進んでおり、近い将来更新費用
が発生することが読み取れます。

　また、これらの資産を維持管理する経費が行政
コスト計算書の人・物・業務にかかるコストの中に
含まれており、総量的な資産が減らない限り、今
後も老朽化に伴い維持管理費は増加する可能性
があり、津市の財政運営に重くのしかかってくる
ことが考えられます。こうした課題を踏まえ、将
来にわたって市民の皆さんに安心していただけ
るよう、健全な財政運営に努めていきます。
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